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議案第 86 号 

 

令和２年度生駒市一般会計補正予算（第１０回） 

 

令和２年度生駒市の一般会計の補正予算（第１０回）は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９７，０５５千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５２，３４１，４９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

令和２年１２月３日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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第　 歳

税 8,954,898

　

△11,274 8,9

出

43,624

　

2 固定資産税 6

予

,149,565 △2

　

11,594 5,93

算

7,971

　

6 都市計画税 1,

補

302,237 △15

　

,497 1,286,

１ 正

740

11 地方交付税 3,738,000 231,276 3,969,276

1 地方交付税 3,738,000 231,276 3,969,276

歳

15 国

　

庫支出金 19,071

　

　

,139 15,602

入

19,086,741

[

1 国庫

単

負担金 4,838,8

位

16 △26,435 4

　

,812,381

千

2 国庫補助

円

金 14,207,63

]

8 42,037 14,

款

249,675

表

項

16 県支出金

補

3,763,464 4
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5,053 3,808

前

,517

の

1 県負担金 1,98

額

9,961 △7,55

補

7 1,982,404
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正

助金 1,532,94

　

0 52,610 1,5

　

額
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18 寄附金 115,565 △5,964 109,601

1 寄附金 115,565 △5,964 109,601
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1
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正
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1 議会費 337,874 1,085 338,959
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2
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1
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,720 1,459,

-4-



　

5 社会教育費 1,03

千
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2
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の
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1,493

　正　額 計

3 中学校費 471,863 247,662 719,525

4 幼稚

[

園費 808,493 △

単
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追加 [単位　千円]

追加 ［単位　千円］

東京2020オリンピック聖火リレー
奈 良 県 実 行 委 員 会 負 担 金

令和３年度 ２，５２４

第　２　表　繰　越　明　許　費　補　正

第　３　表　債　務　負　担　行　為　補　正

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

款 金　　額

５，４２８

２５７，０９２

２９３，９６９

項

交 通 費 等 助 成 業 務
　令和２年度から
　　　　　令和３年度まで

事　業　名

ご み 処 理 経 費

中 学 校 施 設 整 備 事 業

消防庁舎耐震補強及び設備等改修
　令和２年度から
　　　　　令和３年度まで

９１，６６０

衛 生 費

教 育 費

清 掃 費

中 学 校 費
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１　追加 ［単位　千円］

２　変更 ［単位　千円］

1,553,200

5.0％以内(ただし､利率見
直し方式で借り入れる場合
について、利率の見直しを
行った後においては、当該
見直し後の利率）

　政府資金についてはその融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定するものとす
る。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は低利に借換
えることができる。

証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。

臨時財政
対 策 債

1,587,000
証書借入
又　　は
証券発行

5.0％以内
(ただし､利
率見直し方
式で借り入
れる場合に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

　政府資金につい
てはその融資条件
により、銀行その
他の場合にはその
債権者と協定する
ものとする。ただ
し、市財政の都合
により据置期間及
び償還期限を短縮
し、若しくは繰上
償還又は低利に借
換えることができ
る。

第 ４ 表　地　方　債　補　正

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　　率

利 率 償還の方法 限 度 額 利 率 償還の方法

償　還　の　方　法

起 債 の
方 法

起 債 の
目 的

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限 度 額
起 債 の
方 法

中 学 校 施 設
整 備 事 業

171,300
証書借入
又　　は
証券発行
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算

 
 
 
給

 
 
 
与

 
 
 
費

 
 
 
明

 
 
 
細

 
 
 
書

補
正

後

給
　

　
　

　
　

与
　

　
　

　
　

費

職
 
員

 
数

備
　

　
　

　
考

（
人

）

補
正

前

比
較

職
員

手
当

の
内

　
　

　
訳

区
　

　
分

補
正

後

補
正

前

比
　

較

単
身

赴
任

手
当

(
千

円
)
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(
2
)
 
 
給

料
及

び
職

員
手

当
等

の
増

減
額

の
明

細

 
区

　
 
分

増
減

額
(
千

円
)

　
説

　
　

　
明

 
報

 
 
 
酬

会
計

年
度

任
用

職
員

そ
の

他
の

増
減

分

 
給

 
 
 
料

会
計

年
度

任
用

職
員

以
外

の
職

員

△
 
4
5
,
3
0
0

職
員

数
の

異
動

状
況

補
正

後
7
2
3
人

補
正

前
7
2
9
人

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 比

 
 
較

採
用

・
退

職
の

状
況

等

採
用

者
　

人
退

職
者

　
　

人

会
計

年
度

任
用

職
員

そ
の

他
の

増
減

分

職
員

手
当

会
計

年
度

任
用

職
員

以
外

の
職

員

△
 
1
8
,
4
7
8

期
末

手
当

△
 
1
3
,
3
4
0
千

円

扶
養

手
当

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

千
円

夜
間

勤
務

手
当

千
円

管
理

職
手

当
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

 
　

千
円

単
身

赴
任

手
当

千
円

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

 
 
 
 
 
 

千
円

通
勤

手
当

千
円

地
域

手
当

　
　

 
 
 
 
 
 

△
 
2
,
7
1
8
千

円
住

居
手

当
　

　
 
 
 
 
 
 

千
円

特
殊

勤
務

手
当

 
 
　

 
 
 
 
 
 

千
円

退
職

手
当

 
 

1
1
,
0
0
0
千

円

時
間

外
勤

務
手

当
　

 
 
 
 
 
 
 
 

千
円

期
末

手
当

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△

 
1
3
,
4
2
0
千

円

休
日

勤
務

手
当

　
　

　
　

　
千

円
勤

勉
手

当
 
 

千
円

 
 

 
 

会
計

年
度

任
用

職
員

そ
の

他
の

増
減

分

そ
の

他
の

増
減

分
△

 
5
,
1
3
8
退

職
・

人
事

異
動

等
に

伴
う

減
少

分

そ
の

他
の

増
減

分
△

 
4
5
,
3
0
0
退

職
・

人
事

異
動

等
に

伴
う

減
少

分
△

 
6
人

制
度

改
正

に
伴

う
増

減
分

△
 
1
3
,
3
4
0
支

給
基

準
変

更
に

伴
う

減
少

分

増
減

事
由

別
内

訳
　

(
千

円
)

備
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

考

給
与

改
定

に
伴

う
増

減
分

昇
給

に
伴

う
増

加
分
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(
3
)
　
給
料
及
び
職
員
手
当
の
状
況

　
ア
　
職
員
１
人
当
た
り
給
与 　
平
均
給
料
月
額
　
　（

円
）

　
平
均
給
与
月
額
　
　（

円
）

　
平
均
年
齢
　
　

（
歳
）

　
平
均
給
料
月
額
　
　（

円
）

　
平
均
給
与
月
額
　
　（

円
）

　
平
均
年
齢
　
　

（
歳
）

　
イ
　
初
任
給

1
4
7
,
9
0
0

大
　
学
　
卒

1
8
2
,
2
0
0

1
9
5
,
5
0
0

1
8
8
,
7
0
0

1
8
2
,
2
0
0

高
　
校
　
卒

1
5
0
,
6
0
0

1
6
0
,
1
0
0

1
5
4
,
9
0
0

1
6
6
,
7
0
0

1
5
0
,
6
0
0

（
円
）

（
円
）

（
円
）

一
般
行
政
職
（
円
）
 
技
能
職
（
円
）

4
1
.
5

4
3
.
1

4
8
.
2

区
　
分

一
 
般
 
職

消
 
防
 
職

教
 
育
 
職

技
 
能
 
職

国
 
 
 
の
 
 
 
制
 
 
 
度

（
円
）

補
正
前

3
2
8
,
6
7
1

3
2
5
,
8
4
4

3
2
4
,
4
8
7

3
0
7
,
0
7
3

4
0
4
,
0
7
3

4
2
5
,
4
7
4

3
7
2
,
8
0
4

3
5
1
,
5
4
5

4
3
.
0

区
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
分

一
　
般
　
職

消
　
防
　
職

教
　
育
　
職

技
　
能
　
職

補
正
後

3
2
4
,
5
8
0

3
2
4
,
9
2
5

3
2
4
,
5
2
0

3
0
9
,
6
1
5

3
9
8
,
4
2
2

4
2
2
,
2
9
3

3
7
5
,
3
4
7

3
4
7
,
9
1
2

4
2
.
7

4
1
.
6

4
3
.
0

4
9
.
6
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ウ
　
級
別
職
員
数

級
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
9

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
6
2

(
7
3
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
1
2

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
1
8

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
4
7

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
3

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
4
8

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
5

(
7
3
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
1
4

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
9

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
6
2

(
7
2
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
1
1

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
1
8

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
2

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
2

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
4
7

(
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
1
5

(
7
2
)
(

)
(

)
(

)
(

)
(

)
5
1
6

※
（
　
）
内
は
、
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
に
つ
い
て
外
書
き
し
た
も
の
。

　
 
(
級
別
の
基
準
と
な
る
職
務
)

区
　

　
　

分

部
長

級
技

術
員

技
師

７
　

級
８

　
級

一
　

般
　

職
事

務
員

主
事

主
任

係
長

級
主

幹
課

長
補

佐
級

課
長

級

１
　

級
２

　
級

３
　

級
４

　
級

５
　

級
６

　
級

1
0
0
.
0

1
3
3

1
0
0
.
0

5
3

1
0
0
.
0

計
1
0
0
.
0

計
計

1
.
5

８
　

級
８

　
級

８
　

級

8
1
5
.
1

７
　

級
７

　
級

７
　

級

4
7
.
5

６
　

級
６

　
級

６
　

級

7
1
3
.
2

５
　

級
５

　
級

５
　

級

1
0

1
8
.
9

４
　

級
４

　
級

４
　

級

1
1

2
0
.
8

３
　

級
1
0
0
.
0

３
　

級
３

　
級

１
　

級

技
能

職

給
料

表
2
6

1
1
.
4

1
5

1
1
.
3

6
1
1
.
3

２
　

級
1
2
.
0

2
0

1
5
.
0

7
1
3
.
2

2
1
.
5

2
5

1
8
.
8

補
正

前

１
　

級
１

　
級

２
　

級
２

　
級

2
2
.
9

4
2

3
1
.
6

1
0
.
1

8
6
.
0

1
0
.
1

1
5

1
1
.
3

9
.
1

6
4
.
5

2
.
9

2

1
0
0
.
0

1
3
3

1
0
0
.
0

4
9

1
0
0
.
0

計
1
0
0
.
0

計
計

2
.
9

2
1
.
5

８
　

級
８

　
級

８
　

級

9
.
3

7
5
.
3

8
1
6
.
3

７
　

級
７

　
級

７
　

級

1
2
.
0

4
8
.
2

６
　

級
６

　
級

６
　

級

４
　

級
４

　
級

４
　

級

9
.
1

7
5
.
3

5
1
0
.
2

５
　

級
５

　
級

５
　

級

２
　

級
２

　
級

２
　

級

2
1
.
8

2
5

1
8
.
8

1
0

2
0
.
4

３
　

級
1
0
0
.
0

３
　

級
３

　
級

2
7

1
1
.
5

1
5

1
1
.
3

5
1
0
.
2

1
2
.
1

1
6

1
2
.
0

5
1
0
.
2

2
3
.
0

4
5

3
3
.
8

1
2

2
4
.
5

1
0
.
3

1
6

構
成

比
(
%
)

職
員

数
(
人

)
構

成
比

(
%
)

職
員

数
(
人

)

補
正

後

１
　

級
１

　
級

区
　

　
　

　
分

一
　

　
般

　
　

職
消

　
　

防
　

　
職

教
　

　
育

　
　

職
技

　
　

能
　

　
職

級
職

員
数

(
人

)
構

成
比

(
%
)

級
職

員
数

(
人

)

１
　

級

技
能

職

給
料

表
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エ
　
昇
　
　
給

消
　
防
　
職

技
　
能
　
職

 
職
 
員
 
数

(
Ａ
)

（
人
）

1
3
3

2
7

（
人
）

9
8

1
9

（
人
）

（
人
）

9
8

1
9

６
号
給

（
人
）

８
号
給

（
人
）

 
比
　
率

(
Ｂ
)
／
(
Ａ
)

（
％
）

7
3
.
7

7
0
.
4

 
職
 
員
 
数

(
Ａ
)

（
人
）

1
3
3

2
6

（
人
）

9
7

2
0

（
人
）

（
人
）

9
7

2
0

６
号
給

（
人
）

８
号
給

（
人
）

 
比
　
率

(
Ｂ
)
／
(
Ａ
)

（
％
）

7
2
.
9

7
6
.
9

オ
　
期
末
手
当
・
勤
勉
手
当

支
 
給
 
率
 
計

(月
分
)

(
)
(

)
(

2
.
3
5
)

4
.
4
5

(
)
(

)
(

2
.
3
5
)

4
.
5
0

(
)
(

)
(

2
.
3
5
)

4
.
4
5

※
（
　
）
内
は
、
再
任
用
職
員
に
係
る
支
給
率
で
あ
る
。

国
の
制
度

1
.
1
7
5

1
.
1
7
5

有
2
.
2
5
0

2
.
2
0
0

補
 
正
 
前

1
.
1
7
5

1
.
1
7
5

有
2
.
2
5
0

2
.
2
5
0

補
 
正
 
後

1
.
1
7
5

1
.
1
7
5

有
2
.
2
5
0

2
.
2
0
0

区
　
　
　
分

支
給

期
別

支
給

率
職
制
上
の
段
階
､
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置

備
　
　
　
　
考

6
 
月
 
(月

分
)

1
2
 
月
 
(月

分
)

7
0
.
8

6
9
.
8

7
1
.
7

号
給
数
別
内
訳

２
号
給

４
号
給

5
1
6

3
6
1

3
8

7
2
.
6

7
2
.
2

7
5
.
5

補 正 前

7
2
9

5
1
7

5
3

 
昇
給
に
係
る
職
員
数
(
Ｂ
)

5
1
6

3
6
1

補 正 後

7
2
3

5
1
4

4
9

 
昇
給
に
係
る
職
員
数
(
Ｂ
)

3
8

5
2
5

3
7
1

3
7

3
7
1

3
7

号
給
数
別
内
訳

２
号
給

４
号
給

5
2
5

区
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
分

合
　
　
計

代
　
　
表
　
　
的
　
　
な
　
　
職
　
　
種

一
　
般
　
職

教
　
育
　
職
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カ
　
定
年
退
職
及
び
勧
奨
退
職
に
係
る
退
職
手
当

2
0
年
勤
続
の
者

2
5
年
勤
続
の
者

3
5
年
勤
続
の
者

最
高
限
度

(月
分
)

(月
分
)

(月
分
)

(月
分
)

国
 
の
 
制
 
度

（
支
給
率
等
）

キ
　
地
域
手
当

ク
　
特
殊
勤
務
手
当

支
 
給
 
対
 
象
 
地
 
域

市
全
域

代
　
表
　
的
　
な
　
職
　
種

 
支
　
　
給
　
　
率

(％
)

6
.
0

一
 
般
 
職

消
 
防
 
職

教
 
育
 
職

技
 
能
 
職

 
支
給
対
象
職
員
数

(人
)

7
2
3

0
.
0

0
.
1

（
令
和
2
年
1
1
月
1
日
現
在
）

 
訪
問
指
導
手
当
・
環
境
衛
生
業
務
手
当

ケ
　
そ
の
他
の
手
当

区
　
　
　
分

国
の
制
度
と
の
異
同

差
　
　
　
異
　
　
　
の
　
　
　
内
　
　
　
容

通
　
勤
　
手
　
当

一
部
異
な
る

　
自
転
車
通
勤
の
者
は
１
，
５
０
０
円
加
算

　
１
０
ｋ
ｍ
未
満
の
自
転
車
以
外
の
交
通
用
具
使
用
者
は
３
０
０
円
減
額

7
5
.
5

1
1
.
1

 
代
表
的
な
特
殊
勤
務
手
当
の
名
称

扶
　
養
　
手
　
当

同
　
　
　
じ

住
　
居
　
手
　
当

同
　
　
　
じ

 
国
の
指
定
基
準
に
基
づ
く

支
 
 
給
 
 
率
 
 
 
（
％
）

6
.
0

 
支
給
対
象
職
員
の
比
率
 
 
 
 
(
％
)

1
2
.
7

1
.
8

3
2
.
3

2
.
7

2
4
.
5
8
6
8
7
5

3
3
.
2
7
0
7
5

4
7
.
7
0
9

4
7
.
7
0
9

定
年
前
早
期
退
職
特
例
措
置

（
3
％
～
4
5
％
加
算
）

区
　
　
　
　
　
分

全
 
職
 
種

 
給
料
総
額
に
対
す
る
比
率
 
 
(
％
)

0
.
2

0
.
1

区
　
　
分

そ
の
他
の
加
算
措
置
等

備
　
　
　
考

支
 
給
 
率
 
等

2
4
.
5
8
6
8
7
5

3
3
.
2
7
0
7
5

4
7
.
7
0
9

4
7
.
7
0
9

定
年
前
早
期
退
職
特
例
措
置

（
3
％
～
4
5
％
加
算
）
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議案第 87 号 

 

令和２年度生駒市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２回） 

 

 令和２年度生駒市の後期高齢者医療特別会計の補正予算（第２回）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５５０千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２，２０２，４３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

令和２年１２月３日提出 

                      生駒市長 小 紫 雅 史   
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第　 歳

13 440 335,2

　

53

7

出

国庫支出金 0 110 1

　

10

1

予

国庫補助金 0 110 1

　

10

歳

算

　　　入　　　合　　

　

　計 2,201,88

補

3 550 2,202,

　

433

１ 正

歳　　出 [単位　千円]

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 総務費 43,528 550 44,078

1 総務管理費 43,528 550 44,078

歳

歳　　　出

　

　　　合　　　計 2,

　

　

201,883 550

入

2,202,433

[単位　千円]

款

表

項 補正前の額 補　正　

　

額 計

3

歳

繰入金 334,813

　

440 335,253

入

1 一般

　

会計繰入金 334,8
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議案第 88 号 

 

令和２年度生駒市病院事業会計補正予算（第４回） 

 

第１条 令和２年度生駒市病院事業会計の補正予算（第４回）は、次に定めると

ころによる。 

第２条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

収 入                            

 科 目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 病院事業収益 1,252,137 千円 69,309 千円 1,321,446 千円 

 第２項 医業外収益 1,164,206 千円 69,309 千円 1,233,515 千円 

   支 出 

 科 目 既決予定額 補正予定額 計 

第１款 病院事業費用 1,162,734 千円 69,309 千円 1,232,043 千円 

 第１項 医業費用  1,135,101 千円 69,309 千円 1,204,410 千円 

 

第３条 予算第７条中「６４２,３０３千円」を「７１１,６１２千円」に改め

る。 

  

令和２年１２月３日提出  

 

生駒市長 小 紫 雅 史 
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１ 収益的収入及び支出

(単位　千円)

病院事業

収 益

医 業 外

収 益

他 会 計

補 助 金

(単位　千円)

病院事業

費 用

令和２年度 生駒市病院事業会計補正予算（第４回）実施計画

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

収　入

１ 1,252,137 1,321,446

2 1,164,206 1,233,51569,309

69,309

2 645,365 69,309 714,674 一 般 会 計 補 助 金

支　出

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　　考

１ 1,162,734 1,232,043

1 1,135,101 1,204,410医業費用 69,309

69,309

2 726,932 69,309 796,241経 費 交 付 金
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 88,130

減価償却費 386,654

賞与引当金の増加・減少額（△） 228

長期前受金戻入額 △98,163

受取利息及び配当金 △10

支払利息及び企業債取扱諸費 13,699

未収金の増加（△）・減少額 △265,696

未払金の増加・減少額（△） 268,458

小計 393,300

受取利息及び配当金の受取額 10

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額 △13,503

業務活動によるキャッシュ・フロー 379,807

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △22,727

補助金、負担金等による収入 267,856

投資活動によるキャッシュ・フロー 245,129

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △983,276

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入 340,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △643,276

資金増減額 △18,340

資金期首残高 121,675

資金期末残高 103,335

令和２年度　生駒市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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１

(1)

イ 4,907,670

△ 901,256 4,006,414

ロ 3,655,194

△ 1,333,843 2,321,351

ハ 7,989

△ 4,313 3,676

6,331,441

(2)

イ 178

ロ 5,825

6,003

6,337,444

２

(1) 103,335

(2) 272,404

375,739

6,713,183

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

令和２年度生駒市病院事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　産　の　部

（単位　千円）

現 金 預 金

流 動 資 産 合 計

建 物

減価償却累計額

建 物 附 属 設 備

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

無 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

水道施設利用権

固 定 資 産 合 計

未 収 金
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３

(1) 2,633,852

(2)

イ 建設改良費等の財源に 2,712,324

充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金 151,824

2,864,148

5,498,000

４

(1) 985,509

(2) 287,374

(3) 1,908

(4) 200

1,274,991

５

(1) 1,337,158

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 562,877

774,281

7,547,272

６

(1) 200,000

７

(1)

イ 当年度未処理欠損金 1,034,089

△ 1,034,089

△ 1,034,089

△ 834,089

6,713,183

流 動 負 債

未 払 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資　本　の　部

企 業 債

剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

他 会 計 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 金

-39-



議案第 89 号 

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和２年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史   

 

生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 生駒市国民健康保険税条例（平成１２年３月生駒市条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第２項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「１６万円

」を「１７万円」に改める。 

 第２３条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改

め、同条第１号中「３３０,０００円」を「４３０,０００円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所

得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第

３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等

の収入金額が５５０，０００円を超える者に限る｡）をいう。以下この号におい

て同じ｡）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の

５に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に

係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年

齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６００，０００円を超
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える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１，

１００，０００円を超える者に限る｡）をいい、給与所得を有する者を除く｡）の

数の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という｡）が２以上の場

合にあっては、４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改め、同条第２号及び第

３号中「３３０,０００円」を「４３０,０００円（納税義務者並びにその世帯に

属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数

が２以上の場合にあっては、４３０，０００円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に１００，０００円を乗じて得た金額を加算した金額）」に改める。 

 附則第３項中「（昭和４０年法律第３３号）」を削り、「同条中「法第７０３

条の５に規定する総所得金額」の次に「及び山林所得金額」を加え、「、「法」

を「「法」に、「とする｡)」」を「とする｡)及び山林所得金額」と、「１，１０

０，０００円」とあるのは「１，２５０，０００円」」に改める。 

 附則第５項及び第６項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１

項」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の生駒市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税について

は、なお従前の例による。    
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議案第 90 号 

 

生駒市後期高齢者医療に関する条例及び生駒市介護保険条例の一部 

を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和２年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

  

   生駒市後期高齢者医療に関する条例及び生駒市介護保険条例の一部を改正

する条例 

 （生駒市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年３月生駒市条例第１４

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合（

」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割合」に改

め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」という｡)」を削り、「当

該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例

基準割合に」に改める。 

 （生駒市介護保険条例の一部改正） 

第２条 生駒市介護保険条例（平成１２年３月生駒市条例第１３号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第７条第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準

割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定す
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る平均貸付割合をいう。次項において同じ｡)」に、「この条」を「この項」

に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」という｡)」を削

り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「

延滞金特例基準割合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合が」を「還付

加算金特例基準割合（平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加算した

割合をいう｡)が」に、「附則第７条第１項」を「附則第７条第２項」に、「

特例基準割合」」を「還付加算金特例基準割合」」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の生駒市後期高齢者医療に関する条例附則第２項

の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という｡)以後の期間に対応す

る延滞金について適用し、施行日前の期間に対応する延滞金については、なお

従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の生駒市介護保険条例附則第７条の規定は、施行

日以後の期間に対応する延滞金及び還付加算金額について適用し、施行日前の

期間に対応する延滞金及び還付加算金額については、なお従前の例による。 
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議案第 91 号 

 

生駒市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を 

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和２年１２月３日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

  

生駒市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例 

生駒市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

（平成３０年３月生駒市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「主任介護支援専門員」の次に「（以下「主任介護支援専門員

」という｡)」を加え、同項に次のただし書を加える。 

ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由

がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く｡)を同項

に規定する管理者とすることができる。 

附則第２項の見出しを削り、同項の前に見出しとして「（経過措置）」を付

し、同項中「平成３３年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め、「介護

保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ(3)に規定する」を削り、「第５条第

１項」を「同条第１項」に改め、附則に次の１項を加える。 

３ 令和３年４月１日以後における前項の規定の適用については、同項中「、第

５条第２項」とあるのは「令和３年３月３１日までに法第４６条第１項の指定
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を受けている事業所（同日において当該事業所における第５条第１項に規定す

る管理者（以下「管理者」という｡)が主任介護支援専門員でないものに限る｡)

については、第５条第２項」と、「介護支援専門員（主任介護支援専門員を除

く｡)を同条第１項の」とあるのは「引き続き、同日における管理者である介護

支援専門員を」とする。 

附 則 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の見出しを

削り、同項の前に見出しを付する改正規定、同項の改正規定及び附則に１項を加

える改正規定は、公布の日から施行する。 
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議案第 92 号 

 

財産の取得の変更について 

 

下記のとおり財産の取得の変更をすることについて、議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年４月生駒市条例第２号）第

３条の規定により、議会の議決を求める。 

記 

１ 取得する財産  児童生徒用情報端末 

２ 取 得 価 格 

(1) 変更前  ５０６，１９９，３７５円  

(2)  変更後  ５０６，０８８，０００円 

３ 契約の相手方  奈良市高天町１０番地の１ Ｔ．Ｔ．ビル４階 

キステム株式会社 奈良本社 

事業統括取締役  井 門 英 也 

４ 契 約 の 方 法  随意契約 

 

  令和２年１２月３日提出                                       

                    生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 93 号 

 

生駒市生涯学習施設の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

たけまるホール、鹿ノ台ふれあいホール、生駒市図書会館、南コミュニティ

センターせせらぎ、北コミュニティセンターＩＳＴＡはばたき及び芸術会館美
み

楽来
ら く

 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

よしもと・南海共同事業体 

構成団体（代表） 株式会社よしもとデベロップメンツ 

大阪市中央区難波千日前１１番６号 

構成団体     南海ビルサービス株式会社 

         大阪市中央区難波５丁目１番６０号 

構成団体     株式会社よしもとブロードエンタテインメント 

         大阪市中央区難波千日前１１番６号 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

令和２年１２月３日提出         

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 94 号 

 

生駒市生涯学習施設の指定管理者の指定について 

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

やまびこホール 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

やまびこホール管理組合 

生駒市藤尾町３００番地 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

令和２年１２月３日提出              

生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 95 号  

 

生駒市老人デイサービスセンターの指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市デイサービスセンター幸楽   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  社会福祉法人 生駒市社会福祉協議会 

生駒市元町 1 丁目６番１２号  

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

  令和２年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 96 号  

 

生駒市老人デイサービスセンターの指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市デイサービスセンター寿楽   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  社会福祉法人 宝山寺福祉事業団 

生駒市元町２丁目１４番８号  

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

  令和２年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 97 号  

 

ＲＡＫＵ―ＲＡＫＵはうすの指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

ＲＡＫＵ―ＲＡＫＵはうす   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  ミディ総合管理株式会社 

大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番４３号  

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

  令和２年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 98 号  

 

金鵄の杜倭苑の指定管理者の指定について  

 

下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

金鵄の杜 倭苑   

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

  株式会社日経サービス 奈良支店 

奈良市三条大路１丁目１０番－２０－２０１号  

３ 指定の期間 

  令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

  令和２年１２月３日提出 

                     生駒市長 小 紫 雅 史 
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議案第 99 号 

 

   生駒市介護老人保健施設の指定管理者の指定について 

 

 下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。 

記 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

生駒市介護老人保健施設 やすらぎの杜優楽 

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地 

特定医療法人 仁悠会 

大阪府堺市北区東三国ヶ丘町４丁１番２５号 

３ 指定の期間 

令和３年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

 

  令和２年１２月３日提出 

                       生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 100 号 

 

   生駒市自転車駐車場の指定管理者の指定について  

 

 下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。  

 

記  

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称  

  生駒駅前自転車駐車場、生駒駅前第２自転車駐車場及び生駒駅南自転車駐車

場  

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地  

  公益社団法人 生駒市シルバー人材センター  

  生駒市北田原町２４７６番８  

３ 指定の期間  

  令和３年４月１日から令和６年３月３１日まで  

 

  令和２年１２月３日提出  

生駒市長 小 紫 雅 史   
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議案第 101 号 

 

   生駒市自動車駐車場の指定管理者の指定について  

 

 下記のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の

規定による指定管理者の指定を行うことについて、同項の規定により、議会の議

決を求める。  

 

記  

 

１ 指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称  

  生駒駅南自動車駐車場、生駒駅北地下自動車駐車場及びベルテラスいこま自

動車駐車場  

２ 指定管理者となる団体の名称及び主たる事務所の所在地  

  ミディ総合管理株式会社  

  大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番４３号  

３ 指定の期間  

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  

 

  令和２年１２月３日提出  

生駒市長 小 紫 雅 史   
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